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　This paper analyzes expansion of large-scale Paddy field 
management entity and change of agricultural structure in 
Japan. Paddy agriculture has changed. Mid-size agricultural 
management entities have decreased and large-scale 
management entities have increased. This factor is due to 
downturn in rice price and agricultural structure policy. 
Those large-scale management entities have accumulated 
paddy fields more than half of agricultural commune. 
Sustainability and vison of such a farm management entities 
are vital for maintenance and development of regional 
agriculture.
　This paper takes up development of large-scale 
management. N Corporation, which manages 395ha of 
farmland in Toyota, Aichi Prefecture, has been analyzed as 
a case study. The findings of the analysis are as follows : The 
speed of increasing the workforce to accompany the 
enlargement of the managed area depends on, which is the 
reason why N Corporation became organization change 
from cooperative to corporation. The conversion in the 
latter case has changed the status of workers, who used to 
be members of the cooperative, to employees and the 
management of workers from a horizontal system to a more 
vertical and sectional structure.
　From the above, this paper can draw the following 
conclusion : Large-scale management entities was changed 
by field scale expansion. They are face a decrease in yield 
and decrease in earnings of the paddy fields agriculture. As 
a result, they need to organization change. And agricultural 
structure policy is not only required to accumulate fields but 
also to overall management support.
Key words : tenanted land, agricultural cooperatives, 
large-scale management entity, enlargement, organiza-
tion change
緒　　　言
　我が国の水田農業構造は，特定の農業経営体への農地
集積による大規模な農業経営体の形成と中小規模農業経
営体の減少により，急速な構造変化を迎えている．この
ような動きは，農業者の高齢化による担い手の減少，米
価下落に伴う水田農業の専業下限規模のせり上がりによ
るためである．また，2007年に開始された品目横断的経
営安定対策等の水田農業政策は，規模による選別の傾向
を強め，一定規模に達しない農業経営体への政策支援を
薄めることとなった．
　大規模な農業経営体の形成は借地を通じた農地流動化
による．中小規模の家族経営体の離農に伴い農地が放出
され，その農地を大規模な組織経営体，家族経営体が吸
収していく構図である．一般的に，我が国の水田農業構
造は，農業経営規模の小さく，借地による農地流動化が
進展しても，①借入可能な農地が分散していること，②
1 圃場当たりの面積が小さいこと，③地代が高いこと等
が指摘されてきたⅰ．
　しかしながら，近年の中小農業経営体の減少による農
地の流動化の進展，言い換えれば農地市場における「供
給」の増大は，農地の借地料の低下をもたらしているⅱ．
また，特定の農業経営体への農地集積は，地域内の大規
模な農業経営体の農地シェアを高めることとなる．この
大規模な農業経営体の農地シェアの高まりは，地代の更
なる低下だけではなく，畦畔管理作業の地権者への再委
託等，農地の借入条件を有利にすると考えられる．加え
て，農地シェアの高まりは，圃場分散の課題の解決にも
つながる．
　そのため，近年の水田農業構造の変化は，我が国水田
農業が抱える「枷」を克服する可能性があるのである．
しかしながら，米価の長期下落や水田農業政策における
米の戸別所得補償の削減により，水田農業経営における
「コメ」の優位性は薄れ，経営所得安定対策における麦・
大豆等の「畑作物」の栽培が農業経営において重要とな
りつつある．また，農業経営の展開において露地野菜や
施設野菜等の園芸作の導入を進めていくケースもあるⅲ．
　つまり，水田農業経営において，大規模化の条件は整
いつつも，水稲作だけではなく，転作を中心とした「畑
作物」や園芸品目等の導入を前提にした経営展開が重要
視されるようになったのである．
　そこで，本稿では，我が国の農業構造について農林業
センサスの分析に基づいて検証し，水田農業における大
規模経営体の形成状況について示す．その上で，特定の
農業経営体への農地集積が進展している愛知県豊田市高
岡地区を取り上げ，当該地域の農地の過半以上を集積し
ている法人経営体である㈱ N 法人（以下，N 法人）の農
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業経営について取り上げる．N 法人は，1970年代より規
模拡大を続けており，約400 ha の規模に達している．ま
た，2010年から農事組合法人から株式会社に組織変更を
行い，露地野菜等の園芸部門も取り入れている．N 法人
は我が国の水田農業の規模拡大における先駆的な事例で
あり，規模拡大に伴う，経営内部における農業生産の体
制・農地利用の変化・経営組織等の変化や対応は，我が
国の水田農業経営の発展において重要な示唆をもたらす
と考えられる．
我が国の水田農業構造の変化－ 2005年・2010年センサ
スから－
　2005年と2010年の農林業センサスを比較すると，都府
県の経営耕地面積は2.2 の減少に対し，農業経営体数は
16.5 の減少となった（以下，本節では都府県の範囲で
比較する）．経営階層別に農業経営体数の動向を見ると，
4 ha 未満層まで農業経営体は減少しており，特に，0.3～
0.5 ha の階層では22.0 ，0.5～1.0 ha の階層で17.7 の減
少となっており，農業経営体数で最も構成比率が高い0.3
～1.0 ha 未満の層での減少が進展している．また，水田
農業に限定すると，経営耕地における田の面積は6.3 の
減少に対し，「田のある農業経営体」の数は17.8 減少し
ている．さらに，販売のあった農業経営組織別の経営体
数の動向でも，販売のあった全農業経営体の数は14.5
の減少に対し，「稲作単一経営」の経営体数は15.2 ，「稲
作準単一経営」の経営体数は21.6 の減少となっている．
「稲作単一経営」は，2010年時点で販売のあった農業経
営体の52.4 を占めており，最も農業経営の担い手が多
い水稲作の農業経営体の減少が進展していると言える．
　次いで，2005年から2010年における農業構造の変動を
経営規模別に見ていく．Fig. 1 から経営階層別の経営体
数を見ると，5 ha が増減の分岐点となっていることがわ
かる．特に増加が著しいのは30 ha 以上層であり142.1
の増加率となっている．30 ha 以上層の中でも増加率高
い階層は，50～100 ha 未満の153.8 の増加である．ま
た，経営耕地面積規模別に経営耕地面積の増減を見ても，
5 ha 未満層は減少し， 5 ha 以上層で増加している．そ
の中で，20 ha 以上層では増加率が100パーセントを超え
ており，30 ha 以上層は129 にも達している．大規模層
での農業経営体数の増加と経営耕地の集積が進んでいる
ことがわかる．
　一方，このような大規模層への農地集積の進展の要因
は経営田の流動化である．経営耕地面積規模別に田のあ
る農業経営体数，田の経営耕地面積を見ても，5 ha 未満
層は減少し， 5 ha 以上層で増加している．その中で，
20 ha 以上層において増加率が100 を超えており，大規
模層で著しい農業経営体の増加と経営耕地における田面
積の集積が進展していると言える（Fig. 1 参照）．
　この農地流動化は借地を通じて行われている．Fig. 2
によると，2005年から2010年にかけて農業経営体数は
195.5万経営体から163.3万経営体に減少しているが，経営
耕地面積は260.1万 ha から256.3万 ha と微減に留まって
いる．一方，借地面積は61.4万 ha から83.2万 ha に増加
し，経営耕地面積に占める借地率も23.4 から32.4 に上
昇している． 
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Fig. 1 Change of the agriculture management according to farm scale.
Source : CENSUS OF AGRICULTURE2010/2005
　そして，これら借地により流動化した農地は，大規模
経営体へ集積している．Fig. 3 によると，2005年から2010
年にかけて 5 ha 以上層の経営耕地面積のシェアは上昇
し，借地率も上昇している．借地率は全区分でも上昇し
ており，最も低い 5 ha 以上層の合計でも66.7 となって
いる．2005年から2010年にかけて借地率は概ね10ポイン
ト前後上昇しており，借地による農地流動化を通じて，
大規模経営体への農地集積が進展していることを示すと
言えよう．
　このように，農林業センサスの統計上では，大規模な
農業経営体への経営耕地（田）の集積が指摘できるが，
その農業経営の実態については更なる分析が必要であ
る．特に，30 ha 以上の大規模経営体は， 1 集落当たり
の平均耕地面積をⅳ超えており，その大規模経営体の継
続・発展は，地域農業の維持・発展において重要なもの
となるのである．
高岡地区の農業構造の変化と大規模農業法人Nの農業
経営の展開
⑴　愛知県豊田市高岡地区の農業構造
　愛知県豊田市高岡地区は，トヨタ自動車や関連企業の
工場が多数立地し，農家の兼業が進展している都市的地
域である．高岡地区は兼業深化により全国的に見ても早
期に農地の流動化が進展してきた．また，都市的地域の
条件と相俟って，転用期待による高い土地価格に対し，
農地の資産管理の必要性から低地代の状況にあり，貸借
による農地の流動化が進展してきたのであるⅴ．
　この高地価・低地代の状況にあって，農地の流動化を
進めてきたのは地元 JA（以下，JA と表記）であった．
離農する農家は JA の組合員であり，これら組合員の農
地の対応が求められたのである．1966年に JA 直営の農
業オペレーター組織が設立されたが，1970年に 3 つのオ
ペレーター組織として独立した．1974年に 1 組織が解散
し，2 組織が法人化した．この 2 組織に対して，JA は地
区内を 2 つに分け，その枠内で両方人に農地を斡旋して
きた．また，両法人の事務所は JA 所有の土地にあり，
乾燥・調整作業は ,JA が 2 つに分けた区域ごとに 1 基ず
つ設置したカントリーエレベーターを利用している．生
産物は大半を JA 通じて販売しており，両方人は農業生
産に専念し，規模拡大を続けてきたのである．
　このような状況は2010年農林業センサスの数字からも
伺うことができる．高岡地区の経営耕地面積は1,088 ha
であり，その内水田面積は1,008 ha である．規模別の経
営耕地面積の集積状況を見ると，100ha 以上層の経営耕
地面積は582 ha であり，57.7 の農地を集積している．
また，農業経営体の借地率は59.3 （水田は63.2 ）に達
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している．
　以上から，高岡地区内は100 ha 以上の農業経営体に経
営耕地面積の過半が集積されており，そしてその流動化
は借地を通じて行われていることがわかる．また，100 ha
以上層の農業経営体数は 2 経営体であり，JA が支援し
てきた 2 法人への農地集積がセンサスの数字からも確認
できるのである．そこで，本稿では高岡地区の農地集積
を担ってきた 2 法人の一つである N 法人の農業経営の
展開について見ていく．
⑵　N法人の農業経営の展開過程
1 ）N 法人の経営規模の拡大と人員の増加
　1974年の設立当初は，N 法人は水稲33.0 ha，転作（大
豆）45.0 ha であった．設立時は作業受託面積ⅵが大きか
ったが，その後は減少し，現在では育苗を除き，ほとん
ど作業受託は行っていない．
　Fig. 4 は，1999年以降の N 法人の利用権設定面積・作
付面積の推移である．1999年の利用権面積は231 ha だっ
たが，2013年は395 ha に達している．水稲・麦（期間借
地含むⅶ）・大豆の作付面積の合計は，274 ha（1999年）
から483 ha（2013年）まで増加した．N 法人の利用権設
定面積，作付面積はこの間約1.8倍に増加したのであるⅷ．
　この規模拡大の急速な進み方は，農地斡旋を受ける区
域の広さの違いと地区の他の担い手の状況による．N 法
人は高岡地区内の11集落を担当するのに対し，高岡地区
で N 法人と並んで農地の集積を行う W 法人ⅸは 8 集落
と区域が小さく，W 法人の担当地区には，2 つの担い手
となる経営体（40 ha，15 ha）がいることである．これ
が N 法人ほどの勢いでの規模拡大を W 法人に許さない
要因となった．
　N 法人は作付面積の拡大に伴い，春作業ピークに対応
をするため乾田直播を導入してきた．2013年時点で，N
法人の稲作付面積237ha に対し乾田直播86ha，であり 3
割を超えているⅹ．
　N 法人の構成員 1 人当たりの作付面積は1999年から
2001年にかけて急速に拡大して30 ha を超えた．ピーク
時の面積は，N 法人は2001年の34.7 ha である．こうした
急激な作付面積の拡大は，構成員に大きな負担となり，
人員の増加が必要となったのである．
　N 法人の代表取締役社長 S 氏（以下，S 氏）は 1 人当
たりの面積の上限を「経営耕地面積で25 ha，作付面積で
32～33 ha」とする．Fig. 4 をみても，2002年以降，N 法
人の 1 人当たりの作付面積は30 ha を概ね下回っている
が，これは規模拡大に対して，人員を増加させてきたこ
とを反映している．
　N 法人は利用権設定面積，作付面積の増加に合わせて
人員を増加させてきた．2001年～2004年は毎年 1 人，2005
年は 2 人を採用し，2000年は10人であったのが2005年に
は16人となった．さらに2009年には 4 人，2010年には 7
人を採用しており，定年退職者を差し引いても2010年に
は人員は21人まで増加した．その理由は，2008年に 1 人
当たりの作付面積が30 ha に迫ったこと，2010年に 4 人
の定年退職者による人員不足への対応である．また，2010
年には，露地野菜部門も立ち上げたため，人員を増やす
必要があった．その後も人員は増加し続けており，2013
年には24人となっている．
2 ）規模拡大と人員の増加が与えた影響
　S 氏は，新規採用者は農業技術が未熟なため，生産物
の品質や収量に影響が生じると述べているⅺ．Fig. 5 に N
法人の米・麦・大豆の反収の推移を示した．愛知県平均
に比べて反収は低いが，その変化には違いが見られる．
　N 法人の2001年～2008年にかけての米・麦・大豆の
反収は，概ね県平均と同じような動きをしながら一定の
水準を保っていた．しかし，2010年頃から県全体の平均
反収が増加しているにもかかわらず，N 法人だけは減少
する年も見られるようになった．
　次に2001年～2009年にかけての N 法人の作付面積
10 a 当たりの営業・経常利益を地区内の大規模な農業経
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営体である W 法人と比較する．2003年までは N 法人の
方が利益は高かったが，2004年以降は W 法人の方が高く
なって逆転した．社員への給与支払いである労務費と組
合員への従事分量配当を合わせた労働分配も W 法人の
方が概ね高くなっている．さらに10 a 当たりの費用（生
産原価＋一般管理費）と，1 人当たりの農作業時間を比
べても W 法人の方が小さい（Fig. 6 参照）．
　このような両法人の農業経営の成績の違いは，規模拡
大と人員の増加・入れ替わりによる影響が大きいと考え
られる．
　N 法人と W 法人は規模拡大に合わせて人員を増加さ
せてきた．この人員増加において N 法人は人員の入れ替
わり以上に増加が続いたのであるⅻ．これは利用権設定
面積と作付面積の急速な拡大が続いていたためである．
S 氏は，この人員の急増と変動は人員間の意思疎通を困
難にし，増加した新人は農業経験が十分でないため収量
の低下を招き，農業経営を厳しくしたと述べている．
3 ）N 法人の農業経営の変化と効果
　N 法人の組合員は，①転作の補助金に依存した農業経
営への危機感と，②新規事業を行うための迅速な意思決
定のため，株式会社化が必要と考えていた．その他に③
法人を分割するという構想もあった．組合員の株式会社
化への反対は少なく，反対はＮ法人の農業に長年従事し
てきた組合員 2 人だけで，その理由は組合員資格の喪失
への反対であった．
　株式会社化する場合の問題として，法人の内部留保の
処理があった．これは組合員に株式を配分することで対
応した．配分に際しては，法人に長年従事した組合員に
株式を多く配分することで，株式会社化に反対していた
組合員にも賛成してもらった．
　S 氏（2009年当時は代表理事）は，今後も高岡地区の
水田の供給が増大すると判断し，規模拡大に対応するに
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は株式会社化が必要と考えた．①規模拡大により一層の
人員の増加が必要であること，②急速な人員の増加によ
って雇用者を組合員として育成し，従事分量配当を行う
のが困難になることがその理由である．法人の分割につ
いては「スケールメリットの低減は避けたい」との判断
と「日本一の規模の経営を目指したい」との意向から選
択しなかった．また，水田農業の体制を変えることで規
模拡大に対応できると判断した．
　2009年までの N 法人の水田農業の体制は，水稲・麦・
大豆の品目別に農作業計画を作成し，管理作業を行う．
機械作業等の基幹作業は全員で行う．品目毎に責任者は
いるが，担当は作業計画と管理作業に限られ，基本的な
作業は全員で行う．入社してから一定期間は従業員とし
て（ 4 年間の勤務で組合員になる資格が与えられる）米・
麦・大豆の各グループに 1 年ごとに順番に配属され，水
田農業全般の技術を習得させる仕組みとなっていた ．
　N 法人は，2010年に農事組合法人を株式会社に組織変
更すると同時に農業経営も大きく変化させた．①水田農
業を北部・中央・南部の 3 つに分け，経営成果について
各部に責任を持たせる体制とし，②露地野菜部門を導入
し，③会計・人事を担当する「総務課」と農業機械の整
備・自社の農産物販売・露地野菜部門・有機栽水稲作部
門を管理する「管理部門」を設置した．
　①は，水田農業の規模拡大と人員増加が招いた経営状
態の悪化への対応である．人員の増加は意思疎通を困難
にし，経営効率を低下させた．特に課題となったのは各
品目の適期作業ができなかった点である．各品目の担当
者は水田農業の 1 年間の全体の作業スケジュールを考慮
せず，担当した品目をこなすことだけを考えて計画を作
成する傾向にあった．その結果，適期作業を逃し，収量
が低下していた．急速な人員の増加と入れ替わりは，新
人の教育を難しくし，農業技術の習得に支障が生じてい
たことへの対応である．
　②は，米や転作に対する交付金が収入の多くを占める
経営では，水田農業政策の変更によって経営が成り立た
なくなることに対する危機感があり，政策の影響を受け
ない部門を育成することが目的である．
　③は，増加した人員の管理，農業機械の整備，露地野
菜・自社販売の強化を目的に設置している．
　N 法人は2010年に水田農業部門を 3 部門に分け，各部
門は独立して水田農業経営を行うようになった．農地面
積・人員・農業機械もほぼ均等に分けられた．2013年時
点では北部109.2 ha，中央152.4 ha，南部126.8 ha の水田
を担当している．北部の面積が少ないのは事務所から圃
場までの距離が遠いためである．各部の人員は 5 人であ
る ．この体制整備によって，各部門が 1 年間を通して
水田農業の作業スケジュールを組むことが容易となり，
適期作業が行えるようになった．
　その効果は反収に現れている．N 法人の2010年と2011
年の水稲の反収は低下したが，2012年と2013年は増加に
転じ，県平均との反収の差も縮まっている．転作部門の
反収も増加しており，大豆の2013年の反収は県平均を超
えた（Fig. 4 参照）．
　また，株式会社化に伴い，構成員への労務費は従事分
量配当から雇用関係に基づく給与方式での支払いとなっ
た．その結果，固定給支払いとなり，人員が増加しても
労 賃 支 払 い を 抑 制 す る こ と が で き る よ う に な り
（Table 1 参照），経営は安定した．さらに，2010年以降，
株式を持つ社員 1 人当たりの農作業時間も低下傾向に
ある．2010年～2013年は，2005年～2009年と比べて 1 人
当たりの作付面積は増加しているが，農作業時間は短く
なっている．
結果と考察
　本稿から得られた結論は以下の通りである．
　我が国の水田農業を中心とする農業構造は，中小規模
農業経営体の減少を通じて，大規模層への農地集積が着
実に進んでいる．農地流動化は貸借を通じて行われてお
り，20～30 ha 以上層への農地集積が急速に進んでいる
ことが伺える．
　水田農業構造変化の最先端であり，特定の農業経営体
への農地集積が進む愛知県豊田市高岡地区では， 2 法人
が地区内の農地の半分以上を集積しており，100 ha 以上
規模の 2 経営体の経営耕地は約600 ha に達している．
　このような水田農業構造において，その農地集積の担
い手の一つであった N 法人の農業経営の展開過程につ
いて見ると，地域内の農地流動化の進展を通じて規模拡
大を行ってきた．そして，その規模拡大に合わせて人員
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Table 1 Transition of the wage and working hours per head, 
workers.
year
wage 
（10,000yen）
working  
hours  
per head
workers
2001 15,099.0 2,440 11 
2002 15,543.5 2,434 12 
2003 17,648.0 2,244 13 
2004 9,638.6 2,300 14 
2005 22,582.8 2,531 16 
2006 14,474.5 2,494 16 
2007 18,793.2 2,457 16 
2008 18,519.7 2,427 15 
2009 21,611.1 2,462 19 
2010 15,699.5 2,209 21 
2011 17,711.8 2,310 24 
2012 － 2,256 25 
2013 － 2,216 24 
1 ） Wage is total of laber costs and directors remuneration.
　 　Source : This date was offered from N Corporation.
を増加させてきた．しかし，この人員の増加は急速なも
のであり，増加する人員の能力育成の遅れにより収量が
伸び悩んで収益も低下し，その対応が必要となった．
　そこで，N 法人は水田農業の経営効率化のために，平
等な組合員全員で行動する水平的な組織から，機能的に
人員を配置し， 3 つの地区に分けて各部が担当した経営
に責任を持つ体制とし，経営の管理・運営は役員が行う
垂直的な組織に変化した．また，2010年より米・麦・大
豆を中心とする水田農業部門だけではなく，キャベツ等
の露地野菜等の園芸品目の導入をおこなっている．さら
に，人員増加による人件費の増大を抑制するために，従
事分量配当から給与方式に支払い方法を変更した．これ
らの農業経営を変化させるために，N 法人は株式会社化
を選択している．
　以上から，地域の水田農業構造が変化し，特定の担い
手への農地集積により大規模な農業経営体が形成されて
きても，その農業経営の内容は単純な拡大が続くわけで
はない．N 法人の水田農業生産は，規模拡大に伴い150 ha
規模に分割され，独立した作業グループで行う体制とな
っている．将来の水田農業を大規模な農業経営体が行う
としても，このような規模の水田作業ユニットを束ねた
ものとなる可能性がある．これは，我が国の規模拡大に
よる水田農業経営の発展の限界を示すものであり，一定
規模の作業ユニット以上の効率化・低コスト化は難しい
ことを示すのである．また，大規模化による水田農業経
営の発展の限界は，大規模な水田農業経営体の園芸作の
導入へと経営内容を変化させていく可能性が高い．
　そのため，現在の水田農業構造政策では，農地の担い
手への集積だけではなく，水稲作を中心とする水田農業
を基盤としながらも，水田転作作物や園芸作等の多様な
農業経営の展開に対する支援政策が必要となるのである．
要　　　約
　我が国の水田農業は米価下落・政策的な選別による急
速な構造変動を迎えている．この構造変動は，中小規模
の農業経営体が減少し，借地を通じて大規模経営体への
農地集積により進んでいる．そして，その構造変動は，
地区の農地の過半を越えて集積する事例も見られる．本
稿では，地区の農地の特定の担い手に半分以上集積して
いる地域において，その担い手の農業経営の展開過程を
分析した．その結果，大規模化を進める農業経営体では，
規模拡大に伴う雇用労働力の増加により，収量・収益が
低迷し，農業法人の組織や園芸部門の導入等，農業経営
を変化させている．そのため，水田農業構造政策では，
農地の集積だけではなく，水田転作作物や園芸作等の多
様な農業経営の展開に対する支援政策が必要となるので
ある．
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ⅰ⎠ 借り手が不利の借地市場における規模拡大による経営発展の
限界については，細山 1 ）を参照．
ⅱ⎠ 農地市場における農地供給の拡大により，借り手側が優位にな
る状況は，細山 2 ）を参照．
ⅲ⎠ 大規模な水稲作経営体が水稲作の拡大ではなく，園芸作等の多
角化による経営の発展を目指す動きについては大仲 3 ）を参
照．
ⅳ⎠ 農林水産省 4 ）
ⅴ⎠ 高岡地区の地代は，概ね10 a 当たり 1 俵（1.1～1.2万円）前後
である．
ⅵ⎠ N 法人の受託作業面積はトラクター作業（耕起・代掻きの延べ
面積）95 ha，刈取作業43 ha，育苗77 ha であった．
ⅶ⎠ 高岡地区の転作の作付地は，各集落のブロックローテーション
で決定され，法人は集落の決定に従って水稲・転作の作付面積
を決めている．
ⅷ⎠ 高岡地区で農地を分ける W 法人の利用権設定面積は192 ha
（1999年）から271 ha（2013年）への増加である．作付面積は
268 ha から350 ha となり，作付面積規模は約1.4倍に増加した．
N 法人の規模拡大が急速に進んだのがわかる．
ⅸ⎠ W 法人は高岡地区で N 法人と同年同日に設立された農事組合
法人である（当時は N 法人も農事組合法人である）．N 法人が
株式会社化するまでは，農業生産体制，収益配分の方法等，経
営の内容は全く同じであった．
ⅹ⎠ W 法人も稲作付148 ha に対し乾田直播は48 ha であり，3 割を
超えている．
ⅺ⎠ ヒアリング調査での新規採用者に対する評価である．
ⅻ⎠ W 法人も人員の増加・入れ替わりはあったが，1999年の 9 人
から2001年に12人に増加し，その後2013年まで12～13人で推移
している．また，人員の入れ替わりでも，定年退職者との入れ
替わりであり，その人数も入れ替わり 1 回につき 1 名程度に留
まっている．
⎠ W 法人は現在でもこの体制で水田農業を行っている．
⎠ 管理部・有機栽培課の 1 人が，北部で有機栽培の水稲作10 ha
（北部の担当面積の外数）に取組んでいるので，N 法人で水田
農業に従事する人数は正確には16人となる．
⎠ N 法人の資本金は3,800万円であり，株主は20名である．株主
のうち現役の社員は12名であり，現在の構成員の半数が株主と
いうことになる．そのため2010年以降の株主 1 人当たりの農業
従事時間は，N 法人の全体的な農作業時間を見る上で一定の傾
向を示すと考える．
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